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「研究開発内容」のう

ち、本事業との整合部分 

早期に実用化を狙うことができる研究成果、革新的診断・治療法

や、諸外国で一般的に使用することができるが我が国では未承認

の医薬品等の使用につながる橋渡し研究・臨床研究・治験 

推進方策 （２）臨床研究推進のための体制整備 

 

(2)社会還元加速プロジェクトとの関係（該当部分）：該当なし 

 

(3)健康長寿社会の実現との関係（該当部分）：該当なし 

 

(4)革新的技術戦略との関係（該当部分） 

目標 （ⅰ）産業の国際競争力強化 

（ⅱ）健康な社会構築 

（ⅲ）日本と世界の安全保障 

革新的技術 感染症ワクチン開発技術（マラリア） 

 

(5)科学技術外交との関係（該当部分） 

第３章 科学技術外交の具体的かつ戦略的な推進 

１. 地球規模の課題解決に向けた開発途上国との科学技術協力の強化 

（１） 科学技術協力の実施及び成果の提供・実証 

 ２．我が国の先端的な科学技術を活用した科学技術協力の強化 

 （１）国際共同研究等の主導的な実施 

 

(6)その他 

・低炭素社会の実現との関係：該当なし 

・科学技術による地域活性化戦略：該当なし 

 

(7)事業の内容（継続） 

【地球規模保健課題推進研究】 

Ａ．一般公募型                                  

（1）技術移転に関する研究 

アジアやアフリカ等の開発途上国における保健分野の開発について、我が国の科学技

術力を移転し、開発途上国の健康向上を図るとともに、我が国の優れた科学技術を国際

貢献に活用できるよう、効果的に基盤整備を図るための手法等に関する研究を行う。 

a)母子保健 

戦後、日本においては、母子保健の増進と結核をはじめとする感染症対策を中心とし

た対策を講じ、保健システム強化や学校保健等を徹底する包括的な施策等と相まって、

国民全体の保健衛生水準の向上と健康の増進につながった。こうした我が国の知見及び

経験を、より積極的に開発途上国と共有し、世界的な保健水準の改善に資する手法等に

関する研究を行う。 

b)国際保健課題としての「水」対策 

日本では 99％の人が安全な飲料水を入手することができるが、サハラ砂漠以南のアフ

リカにおいては、依然安全な飲料水を入手することができる人の割合は 37％にとどまっ

ている。昨年のＧ８北海道洞爺湖サミットでは、水・衛生に関する取組を強化するとさ

れたところであり、保健分野の根幹に関わる問題として、当該分野の技術移転促進に関

する研究を行う。 

c)国際保健課題としての道路交通安全 

道路交通安全については、外傷の疾病負担の軽減という観点から、健康問題として非

常に重要である。日本におけるこれまでの取組みを、保健衛生の観点から諸外国への貢

献に資するよう、研究を行う。 
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d)国際保健分野における先端的科学技術の活用 

我が国におけるこれまでの保健水準の向上においては、医用品・薬品の開発等、科学

技術力の向上が寄与してきた面も大きい。開発途上国において死亡者の多い疾患対策に

資するよう、開発途上国への技術協力の強化を目的として先端的な科学技術開発の活用

の促進に関する研究を行う。 

e)開発途上国における人材育成 

これまで我が国においては、二国間協力等を通じ医療従事者の育成を行ってきたとこ

ろである。この経験を活用し、我が国が主導となって開発途上国の人材育成とその課題

対処能力の向上を図るための、人材育成研究を行う。 

（2）気候変動に伴う健康影響に関する研究 

昨年のＧ８北海道洞爺湖サミットにおける最大のテーマである気候変動問題について

は、気候変動が健康に与える影響が危惧されているところであるが、世界的にその知見

はほとんどない状況である。当該研究では、気候変動と健康に関する生物学的・疫学的

知見の集積を行う。 

（3）地球規模保健課題対応力養成研究 

日本の保健専門家・研究者の現状を分析し、途上国への技術協力、国際的な調整・交渉

等において中枢的役割を担い、地球規模の保健課題の解決に貢献しうる人材を育成し、活

用する仕組みの構築について検討を行う。 

Ｂ．指定型                                    

（1）日中韓大臣声明に基づく医薬品の民族差に関する国際共同臨床研究 

「日中韓三国保健大臣会合共同声明」の実現に向け、国際共同開発及び臨床データ共

有を推進するため、各国の規制制度の範囲内で民族的要因等を明らかにするための研究

を行う。具体的には、医薬品の血中動態等について、欧米と日本の間に民族差がある医

薬品を対象に、中国人、韓国人と日本人における医薬品の血中動態の差を調べる。 

（2）国際保健分野における人材育成の在り方に関する研究（地球規模保健課題対応力養成

研究） 

学際的な国際保健分野の専門家育成のためのシステム確立のため、欧米、アジア等の

公衆衛生大学院におけるカリキュラムの分析、大学院生の職業経路・構想の分析、学位

取得者の追跡調査・分析等を通じ、人材育成プログラムの開発を行うとともに、人材養

成プログラムにおける講師陣・分野確保データベース作りの基礎研究を行う。 

C．若手育成型                                   

地球規模保健課題に取り組む若手研究者を育成するため、若手育成型研究を設置し、

新たに課題として注目されている国際保健分野に関する研究を行う。 

【国際医学協力研究】 

本研究事業は、昭和 40 年の佐藤総理大臣と米国ジョンソン大統領の共同声明に基づき、

我が国と米国が共同して、アジア地域にまん延している疾病に関する研究を行うことを目

的とした「日米医学協力計画」の下で、アジアにおける感染症（細菌性・ウイルス性・寄

生虫）、栄養・代謝関連疾患、環境と遺伝要因による疾病といった幅広い分野（９分野）

の諸課題の改善・克服に向けて取り組むもの。 

 

(8)平成22年度における主たる変更点 

特になし（平成 21 年度からの新規・組み替え事業であり、2 年目の事業を効率的・効果

的に実施する。） 

 

(9)他府省及び厚生労働省内での関連事業との役割分担 

【地球規模保健課題推進研究】 

当研究事業は、省内外の地球規模保健課題関連部局（健康局結核感染症課・水道課、雇

用均等児童家庭局母子保健課等）と調整を行い、国際保健の切り口による研究を行う。な

お、新興再興感染症対策については、危機管理の観点等から、国内施策と一体的な関係で
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あることから、健康局結核感染症課の所管する研究事業において国際的な研究を行う。 

【国際医学協力研究】 

国際医学協力研究については、日米医学協力計画専門部会関係課室と連携して運営して

いる。 

 

(10)予算額（単位：百万円） 

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２（概算要求）

194 189 185 482 未定

※平成 20 年度までは社会保障国際協力推進研究として実施。 

 

(11)平成 20 年度に終了した研究課題で得られた成果 

【地球規模保健課題推進研究】 

平成 21 年度からの新規事業であるが、平成 20 年度に行われた社会保障国際協力推進研

究における主な成果としては以下のようなものがある。 

・日本の国際社会に対する貢献が、より効果的で存在感のあるものとなるよう保健医療

分野の各種国際イニシアティブ・国際機関の意思決定メカニズムや情報交換システム

等に関して、分析・検討を行った。 

・国際保健に関する幅広い人材確保のために、人材の発掘と登録、ニーズに関する情報

発信、人材育成の方法等について検討を行った。 

【国際医学協力研究】 

 主な成果としては以下のようなものがある。 

・細菌性食中毒の原因となる大腸菌、リステリア菌等病原体 10 種類を網羅的に鑑別、検

出できる方法を開発し、実用化を目指した。 

・ハンセン病多発地域であるフィリピン、ミャンマーなどでも実施可能な、ダプソン、

リファンピシン、キノロン耐性らい菌を検出する簡易検査法を開発した。 

・ハンタウイルスの新たな検査方法が確立され、中南米ハンタウイルスの分布状況が明

らかになった。 

 ・マラリアゲノムデータベースから赤血球期ワクチン候補分子となる熱帯熱マラリア原

虫分子を選択し、それらの cDNA クローンからコムギ胚芽無細胞タンパク質合成系を用

いて組換えタンパク質を作成し、抗原性の高い分子を得ることができた。 

・ディーゼル排出粒子、焼却炉煤じん中から、変異原物質 3,6-ジニトロベンゾ[e]ピレン

（DNBeP）が検出され、それらが 3,6-DNBeP の発生源であることが示唆された。 

・HBV において２種類の新たな組換え遺伝子型（r-HBV）を含む合計 28 種類の r-HBV の存

在が明らかとなり、その分布には地域特異性が存在した。 

・エイズのワクチン研究では、改良型の Gag と Env 高発現型 BCG コンストラクトを作成

し、多様な HIV 変異株に対し中和抗体を誘導できるワクチンの基礎を作った。 

・季節型インフルエンザについて、07-08 シーズン耐性株頻度は H1N1 ソ連型で 0.4%に対

して今年度は 100%がオセルタミビル耐性となっていたことが明らかとなった。 

 

２．評価結果  

(1)研究事業の必要性 

【地球規模保健課題推進研究】 

地球規模の課題として国際保健分野の比重が増してきており、厚生労働省が自らの知見を

もとにより強力に保健分野において国際協力を行うことが求められている。加えて、新型イ

ンフルエンザをはじめとする健康危機管理やたばこ枠組み条約、医薬品の知的所有権をめぐ

る協定等、厚生労働行政の遂行にあたっては、国際的な諸要素を考慮し、国際協調を行わな

ければならない局面が増加してきており、関係各国と国際共同研究に取り組むべき課題もあ

る。 

このため、WHO 等の国際機関も含め、国際的な動向を把握し、また国際的課題についての
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研究成果を行政施策としてより強力に活用するため、国際機関等との連携を有機的に図る必

要がある。 

現在、国際協力の推進体勢について世界的に大きな変革がみられ、世界エイズ・結核・マ

ラリア対策基金や GAVI(Global Alliance for Vaccine Initiative)等、既存の国際機関や

二国間協力の枠組みにとらわれない、NGO や民間基金といった市民社会がより深く参画する

新たな官民協力(Public-Private Partnership)の形態が台頭し始めており、国際機関のメジ

ャードナーとして、また、科学技術・社会保障政策先進国として、このような新しい枠組み

をも含めた国際的な枠組みに対してどう対処すべきか戦略的な対応が求められている。一

方、近年、我が国の ODA 予算は減少傾向が続いている。限られたリソースの中で、より効果

的・効率的な国際協力を実施し、我が国の貢献とプレゼンスを維持・強化する方策を検討し

ていく必要がある。 

【国際医学協力研究】 

我が国と米国が共同でアジア地域の疾病の研究を行うことにより、我が国のみならずアジ

ア地域の健康維持・増進に貢献するとともに、米国等と共同研究を行うことによりアジア地

域の研究者の育成にも寄与してきた。今後ともアジア地域を中心とした医学の進展に貢献し

ていく必要があり、研究者の育成、国際協力・貢献の観点からも必要な研究である。 

 

(2)研究事業の効率性 

【地球規模保健課題推進研究】 

本研究事業の公募課題は、省内関係部局と調整の下、公募課題を決定し、研究実施の各段

階において省内関係部局から意見を聴取する等、積極的な連携を図る。また、適切な事前評

価・中間評価により、効率よく、優れた研究を採択し、毎年度、研究成果をとりまとめた報

告書を作成するとともに、事後評価を行うことにより、効率的な研究事業を実施する。 

【国際医学協力研究】 

取り組むべき問題が多岐にわたる中で、緊急性や重要性に鑑み、集中的に取り組む課題を

抽出し、分野ごと５カ年ごとに計画を作成し、５カ年終了後に評価するとともに、毎年、日

米両国の日米医学協力委員により研究の実施状況等について評価・助言を行い、研究活動に

速やかに反映できる体制となっており、効率的な研究が行われている。 

 

(3)研究事業の有効性 

【地球規模保健課題推進研究】 

公募課題決定、研究実施の各段階において省内関係部局から意見を聴取する等、積極的な

連携により、施策との関連の高い課題を実施する。また、若手育成型研究を導入し、長期的

な視点で当該分野の若手人材の育成を図る。 

【国際医学協力研究】 

本研究事業においては、ウイルス、細菌等感染症、栄養・代謝関連疾患、環境と遺伝要因

による疾病といった幅広い分野（９課題）の研究を実施しており、それぞれの分野の日本、

米国の研究者が共同で研究を実施し、アジア地域の保健衛生の向上に貢献してきた。また、

アジア地域の研究者とも共同研究等を行うことにより、現地の状況を反映した研究及び研究

者の育成を有効に図っており有効性の高い研究である。 

 

(4)その他：特になし 

 

３．総合評価 
【地球規模保健課題推進研究】 

日本が蓄積してきた知見・経験を活かし、また我が国の先端的な科学技術や国際保健分野

の人材を活用すること等により、保健分野において国際的に貢献し、日本のプレゼンスを高

め、最終的には、国民の健康と安全を守るための研究である。 

【国際医学協力研究】 


